
事前事業評価表案 
 

１．案件名 
和文名：スリランカ国省エネルギー普及促進計画プロジェクト 
英文名：Project for Promoting Energy Efficiency Improvement in Sri Lanka 

２．協力概要 
（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件は、スリランカ国において省エネルギー（以下、「省エネ」と記す）の普及促

進のために必要な基盤（政策・人材・奨励制度・省エネ意識など）を整備することを目

標とし、①SEA法1施行に必要な資源（政策細則・人材、機材・資料）の整備、②奨励

制度の整備、③一般家庭、私企業、公共セクターの省エネに関する意識の向上、の３分

野にかかわる技術協力を行う。 
 

（２）協力期間 
2008年４月～2011年３月（３年間） 

 
（３）協力総額（日本側） 

約2.85億円 
 

（４）協力相手先機関 
持続可能エネルギー推進機構（Sustainable Energy Authority：SEA） 

 
（５）裨益対象者及び規模など 

対象地域：スリランカ全土 
直接裨益者：SEA職員〔約50名（2008年度以降増員予定）〕、その他協力機関 

（SLEMA2、NERDセンター3、モラトゥワ大学、ペラデニヤ大学など） 
間接裨益者：私企業・公共団体（約260団体）、ESCO4（約５社）、省エネコンサルティ

ング会社（約10社）、エネルギー監査人（約10名）、一般家庭（2000万人）

３．協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

スリランカ国（人口約19,000千人、面積約66千㎢）の一次エネルギー供給は、伝統的

なバイオマスが48％と非常に高い比率を占めている。一方、商業的に流通しているエネ

ルギーは、水力のほかは、全量を輸入石油に依存している（図１）。また、電力供給に

ついてみると、発電電力量の62％を輸入石油に依存している。 
このため、スリランカ国の電気料金は他のアジア諸国に比べて高く（図２）、特に海外

市場において他のアジア諸国と競合する輸出産業の競争力を阻害する原因となっている。

また、電力供給については、現在推進されているケラワラピティヤ・コンバイン・サイク

ル発電開発が遅延すると、2008年以降深刻な電力供給不足に直面する可能性がある。 

                                                        
1 Sustainable Energy Authority（持続可能エネルギー推進機構）法。  
2 Sri Lanka Energy Manager Association／スリランカエネルギー管理者協会、ESCO代表などからなる民間団体。 
3 National Engineering Research & Development Centre／国家技術研究開発センター。  
4 ESCOとは、Energy Service Companyの略。顧客（工場・ビル・ホテル等）に対し設備改善によるエネルギー効率化サー

ビスを提供。効率化を保証し、顧客の光熱費削減分から収益を受け取る事業会社。  



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
このような背景のもと、スリランカ国では、低価格で安定したエネルギーの供給を実

現するために、「省エネ普及促進」と「再生可能エネルギーの開発促進」が急務となっ

ている。この２分野のうち、省エネに関して、我が国の進んだ技術及び知見を導入した

いとして、2004年８月に技術協力プロジェクト「省エネルギー普及促進プロジェクト」

が要請され、2006年８月に日本政府により援助の実施が採択された。 
本案件は、2007年３月に第１回事前評価調査を、同年10月に第２回事前評価調査を実

施し、それらの調査結果をもとに形成されたものである。 
 

（２）相手国政府政策上の位置づけ 
2005年に発表されたスリランカ国の開発政策「マヒンダ・チンタナ：10カ年開発計画

2006～2016年」においては、省エネ対策の重要性が強調されている。例えば、消費者へ

の啓蒙普及、省エネ型電球への融資、エネルギー監査制度の導入などが必要であるとさ

れている。よって、省エネ対策の普及促進はスリランカ国の政策と合致する。 
また、2007年５月には省エネと再生可能エネルギー開発における活動を加速度的に進

める「持続可能エネルギー推進機構法（Sustainable Energy Authority Act：SEA法）」が国

会審査を通過し、同年10月より施行の運びとなった。これに伴い、既存のECF（Energy 
Conservation Fund：省エネルギー基金）を責任官庁としてSEA法のもとで増強・改編

し、SEAとして発足させている。このように、スリランカ国は省エネ対策を強化し、優

先的に実施する方針である。 
 

（３）我が国援助政策との関連・JICA国別事業実施計画上の位置づけ 
政府が、2007年３月にエネルギー政策基本法に基づき策定した「エネルギー基本計

画」は、エネルギー・環境分野における国際協力を推進するため、「アジア諸国に対す

るエネルギー・環境分野の協力の中でも、エネルギー需給の緩和・安定及び地球温暖化

問題をはじめとする地球環境保全に大きく貢献するものとして、特に省エネ協力の推進

の必要性が急速に高まっている。世界最高水準のエネルギー利用効率を達成した我が国

としては、エネルギーの大消費地であり、かつエネルギー利用効率の低いアジアの国々

に対して、積極的に省エネ協力を推進していく必要がある。」と指摘しており、スリラ

図１ スリランカ国の一次エネルギー供給
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出典：Sri Lanka Energy Balance 2004, ECF 
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出典：Resource Management Associates, 2003 Cost of 
Electricity Generation and Impacts on the Customer

図２ アジア主要国との業務用 
   （general purpose）電気料金比較



ンカ国を含むアジア諸国に対する省エネ協力は、政府の重点施策となっている。 
国別援助計画においては、「経済基盤の整備」として電源政策の必要性が強調されて

いる。また、JICA国別事業実施計画では「電力プログラム」の中に本案件が含まれて

おり、スリランカ国ODAタスクフォース（大使館、JBIC、JICA、JETROが参加）にお

いても、省エネ対策の実施は、スリランカ国の持続的な経済発展のために必要な施策で

あると認識されている。 
 

（４）他の援助スキーム・援助機関との関係 
現在、スリランカ国における省エネ関係の主な援助スキームには以下のようなものが

ある。 
・Environmentally Friendly Solutions Fund（E-FriendsⅡ）：JBICの財政支援によるツー・

ステップ･ローン制度。私企業が環境にやさしい事業を実施する際に、低金利での融

資が得られる。現在、融資が決定しているのは資金の約64％である。全体の10～15％

が省エネプロジェクトへの融資である。 
・「サステイナブル・ギャランティー・ファシリティー（ Sustainable Guarantee 

Facility）」：私企業が省エネ対策への資金融資を申請する際に、ECFが保証を与える制

度。USAIDの支援によって形成された。2007年10月現在、106件のプロジェクトが融

資審査の段階にある。 
・エコ製品促進プロジェクト（Promotion of Eco-efficient Productivity (PRP) Project：オラ

ンダ大使館の支援により、セイロン商工会議所が実施している。環境に良い製品の生

産を促進するための財政支援。中小企業がリサイクリング、汚水対策・再生可能エネ

ルギー対策などを実施する場合、コストの65％が供与される。省エネ商品・システム

も対象となっている。 
以上の援助スキームはいずれも企業の省エネ対策事業への資金融資・供与を主な目的

とするものであり、省エネ政策推進への技術支援を主な目的とした援助は現在のところ

実施されていない。なお、SEAは省エネに加えて再生可能エネルギーの開発を担当して

おり、この分野については既に世界銀行が援助を行っている。またSEAは、アジア開発

銀行にも、同分野への支援を要請中である。 
４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【目標】省エネ活動を促進するために必要な基盤5が整備される。 
【指標】 

・260の私企業・公共団体において、エネルギー監査、モニタリング及びフォローア

ップが、プロジェクト終了年度に実施される。 
・ESCOの売り上げが10％以上増加する。 
・市場にあるすべてのCFL6・バラスト・天井扇風機に省エネラベルが表示されてい

る。 
・一般家庭におけるCFLの使用率が40％以上になる。 

                                                        
5 政策・人材・奨励制度・省エネ意識など。  
6 Compact Fluorescent Lamp。小型の電球形蛍光灯で白熱灯に比較して経済的である。  



※数値目標値はSEAの計画値から引用 
②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標･目標値 
【目標】エネルギー消費効率の高い社会が実現する。 
【指標】一次エネルギーに換算したエネルギー消費効率が、2017年に500toe/100万

SDR7に向上する。 
 
（２）成果（アウトプット）、そのための活動、指標･目標値 

アウトプット１．SEA法施行に必要な資源（政策細則、人材、機材、資料）が整備され

る。 
【活動】 

１．省エネの長期計画（10年間）を立案する。 
２．特定業種に関するエネルギー消費ベンチマークの策定や見直しを行う。 
３．エネルギー監査人、エネルギー管理者、ESCOの認証制度を導入する。 
４．主な機器に省エネ表示の義務付けを導入する（CFL、バラスト、天井扇風機など）。 
５．モニタリングとデータ解析のためのITインフラ（技術情報データべース、データ解

析のソフトウェア等）を開発する。 
６．エネルギー監査人のためのSEAの機材バンクを充実させる。 

【指標】 
・優先度の高い５業種（紅茶製造業、縫製業、乾燥ココナツ製造業、ホテル、商業ビ

ル）にベンチマーク制度が導入される。 
・10名以上のエネルギー監査人が認証を受ける。 
・260の私企業・公共団体において認証を受けたエネルギー管理者が配置される。 
・ESCOが５団体以上、省エネコンサルタントが10団体以上認証される。 
・優先度の高い３種の機器（CFL、バラスト、天井扇風機）に省エネラベル表示が義

務付けられる。 
 

アウトプット２．省エネを促進させるためのインセンティブ制度が整備される。 
【活動】 

１．省エネ投資を奨励するための融資制度を開発または改善する（持続可能エネルギ

ー基金、E-FriendsⅡなど）。 
２．主要な機器（CFL、バラスト、天井扇風機）に関するインセンティブ制度を開発

する。 
【指標】 

・融資の承認を得た省エネ投資プロジェクトの数が10％以上増加する。（融資：E-
FriendsⅡ、サステイナブル・ギャランティー基金、持続可能エネルギー基金などの

融資制度） 
・省エネラベルのついた機器に関するインセンティブ制度が導入される。 

 
アウトプット３．一般家庭、私企業、公共セクターの省エネに関する意識が向上する。

【活動】 
一般市民、私企業、公共団体向けの啓蒙キャンペーンを実施する。 

                                                                                                                                                                                   
7 toeはエネルギー消費量を表し（ toe=107kcal）、SDRはIMFのspecial drawing rightのことで、ドル、ポンド、ユーロ、円の

加重平均通貨単位。 toe/SDR：一般的にエネルギー消費効率を表す指標。2004年現在、600toe/100万SDR。  



【指標】 
・省エネ教育のための教材（ポスター・パンフレット・ブックレット・CD・ビデオな

ど）が５種類以上開発される。 
・既存の「全国省エネルギー賞」への応募団体数が年10％以上増加する。 
・一般家庭でのCFLランプの認知度が向上する。 

 
（３）投入（インプット） 

①日本側 
・専門家派遣〔省エネ政策・行政、省エネ奨励策（融資制度・啓蒙活動）、省エネ技

術〕 
・研修員受け入れ（省エネ行政、省エネ普及促進、省エネ技術など） 
・機材（測定・試験機器、研修・啓蒙活動用資機材など） 

②スリランカ側 
・カウンターパート 

‐プロジェクト・ディレクター（電力・エネルギー省次官） 
‐プロジェクト・マネージャー（SEAエネルギー管理担当部長） 
‐その他 

・日本人専門家用の事務室、事務家具、通信設備などの提供 
・その他プロジェクトローカルコスト 

 
（４）外部条件（リスク要因） 

①プロジェクト目標達成のための外部条件 
・安定した経済成長が達成される。 

②上位目標達成のための外部条件 
・安定した経済成長が達成される。 

５．評価５項目による事業評価分析結果 
（１）妥当性 

本案件は以下の点から妥当性が高いと判断できる。 
・スリランカ経済は近年６％／年を超える成長を続けている。世界の石油需給が逼迫す

る中で、石油依存度の高いスリランカ国が今後も順調な経済成長を続けるためには、

省エネを推進し、エネルギー使用効率の高い社会経済構造に転換していくことが緊急

の課題である。そこで同国では、「３．協力の必要性・位置づけ」でも述べたよう

に、省エネを政策上の優先課題としており、省エネを推進するための本格的な法制度

も施行された。このような背景のもと、同国の省エネ普及推進のための技術協力を実

施することは妥当であり、時宜にかなっている。 
・「３．協力の必要性・位置づけ」で述べたように、我が国の援助政策やJICA国別事業

実施計画においても、省エネ対策普及促進への支援の必要性が認識されている。 
・上述の法制度整備で強化･導入予定の措置の多くは、我が国が省エネ法などによって

既に導入済みのものであることから、技術協力を実施する際に、我が国の経験や技術

を活用することができる。 
・スリランカ国のエネルギー需要についてみると、一次エネルギー需要は家庭・商業・

その他が最も高い（図３）。電力需要では、工業用が最も高く、次いで家庭用となっ

ている（図４）。また、SEAの調査によると、工業部門のエネルギー消費については
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20～30％、家庭用については12～15％の省エネの可能性があると推定されている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・輸送・運輸は石油の最大の消費部門であり、自動車排ガス規制の強化は中央環境庁が

既に取り組んでいるが、運輸業界等の抵抗により実現に至っていない。このような事

情を鑑みると、当面実施可能で効果の期待される民生用及び工業用のエネルギー需要

を本案件の対象とすることは妥当である。 
 
（２）有効性 

以下の点より本案件の有効性が見込まれる。 
・本案件では、基本的には行政機関であるSEAをカウンターパートとし、SEA法の下に

実施される各種規制導入への体制整備、加えて、省エネへの投資促進への支援と、産

業界や一般家庭など最終エネルギー消費者への啓蒙活動に取り組むこととしている。

これは、プロジェクト目標である省エネ活動を促進する基盤作りのために必要な項目

であり、また、SEAが省エネ担当官庁として取り組むべき当面の緊急課題である。成

果が３つ設定されているのは、省エネ活動の促進のためには、規制の導入ばかりでな

く、省エネ投資への融資制度や省エネ機器購入のためのインセンティブに加えて、最

終消費者への啓蒙活動が不可欠であるためである。このような総合的なアプローチの

必要性は、本プロジェクトの第１回事前調査にて開催したワークショップ、及び

JICA「エネルギー分野におけるキャパシティ・ディベロップメントに関する事例研

究」においても指摘されている。 
・プロジェクト目標の指標は、いずれもSEAやその他関係機関によって定期的に測定さ

れている項目であり、データは入手可能である。また、目標数値については、SEA作

成のCorporate Planをもとに設定した。ただし、指標３の「市場にあるCFL、バラス

ト、天井扇風機の省エネラベル表示」、及び指標４の「一般家庭におけるCFLの使用

率」に関しては、SEAの定期調査で十分な信頼性のあるデータが得られるかどうか、

さらなる検証が必要である。 
・スリランカ国における省エネ活動を一層促進するためには政策、人材、奨励制度、省

エネ意識といった基盤の整備が早急に必要であるが、このプロジェクト目標に対し

て、施行されたSEA法に基づき必要となる政策、人材、機材、資料を整備し、さらに

省エネを促進するためのインセンティブ制度を整備、スリランカ国民全体の省エネ意

識を向上するための各種施策を実施するといった同目標達成に十分な３つのアウトプ

ットが設定されている。 
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出典：Sri Lanka Energy Balance 2004 出典：Sri Lanka Energy Balance 2004 

図３ スリランカ国における一次エネルギー需要 図４ スリランカ国における電力需要 



・スリランカ国では紛争の再発による治安の悪化にもかかわらず、ここ数年安定した経

済成長を遂げており、プロジェクト目標達成のための外部条件が満たされる可能性は

高い。 
 
（３）効率性 

本案件は以下の点から効率性が高いと見込まれる。 
・SEA法及び同法施行のためにSEAが作成したCorporate Planをもとに、優先度が高く、

かつ JICAの技術協力が必要かつ効果的と思われるものを選定し、成果や活動とし

た。また、３つの成果を収めるために必要となる個々の活動を吟味したうえで、活動

内容を決定した。そのため、活動は成果を収めるために十分なものとなっている。 
・成果の指標は、いずれもSEAやその他関係機関によって定期的に測定されている項目

であり、データは入手可能である。また、目標数値については、SEA作成のCorporate 
Planをもとに設定した。 

・エネルギー監査人・管理者の研修においてはSLEMAなどの民間団体を、省エネラベ

ル制度に必要な各種機器の検査にはNERDセンターや大学などの調査研究機関を、啓

蒙活動のための教材・教具の開発にはローカルコンサルタントを活用するなど、既存

の各種機関と提携することにより活動を効率的に推進する予定である。 
・現在スリランカ国政府は省エネ対策を優先課題としており、SEA法も施行されたこと

から、成果を収めるための外部条件は満たされる可能性が高い。 
 
（４）インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 
・日本の経験から鑑みても、省エネの効果が発現するにはある程度時間がかかることか

ら、プロジェクト実施期間中に「エネルギー消費効率」を向上させるのは困難である

と予想される。よって、「エネルギー消費効率」はプロジェクト目標ではなく、上位

目標として設定するのが適当である。 
・省エネ活動を促進するために必要な政策や人材、奨励制度や省エネ意識などの基盤が

整備されることは、エネルギー消費効率を高めるための必要条件であることから、プ

ロジェクト目標の達成は将来、上位目標達成へ寄与すると考えられる。 
・上位目標の指標は国際的に使用されているものであり、測定・データ入手可能であ

る。目標数値については、SEA作成のCorporate Planをもとに設定した。 
・省エネにより産業の競争力が増し、経済発展や失業対策に寄与すること、エネルギー

効率が高まることにより環境保護へプラスの影響を与えること、省エネによる電気代

の節約により一般家庭における家計への負担軽減が促されることなどが波及効果とし

て見込まれる。 
・プロジェクトにおいて省エネ促進に必要な基盤が整備された後、SEAが中心となって

スリランカ国民全体で省エネ対策に取り組んでいくことで、エネルギー消費効率の高

い社会を実現することができる。また、エネルギー消費効率の高い社会を実現するこ

とが最終的な目標であるため、上位目標としては適切である。 
 
（５）自立発展性 

本案件は以下の点から自立発展性が見込まれる。 



・技術面 
エネルギー監査人、エネルギー管理者への訓練について、監査人･管理者に直接訓練

を施すのではなく、ファシリテーターの役割を演じるSEAや訓練実施機関である

SLEMAを対象に技術移転することから、技術の定着が見込まれる。また、供与予定

の測定･試験機器が継続的に活用されるよう、保守管理の訓練も活動に組み入れられ

ている。 
・政策・組織・制度面 

SEA法にのっとった各種規制制度が効果的に推進されるような体制を整備しつつ、イ

ンセンティブづくりや啓蒙活動を行うことにより、「強制力」と「ファシリテーショ

ン」が相乗効果を生み出し、プロジェクトで発現した効果の自立的な発展が促進され

ると考えられる。 
・財政面 

スリランカ国政府にとって省エネは優先的課題であることから、今後も、担当機関で

あるSEAに対して適切な人員配置と予算措置が取られることが見込まれる。また、エ

ネルギー監査人、エネルギー管理者を対象とした訓練や、企業･一般家庭・銀行員・

建築家などを対象にした啓蒙･教育活動に関しては、ランニングコストをSEAの予算

で賄い、カリキュラム開発や教材づくりなどをプロジェクト予算で賄うよう計画され

ており、協力期間終了後の、これらの活動の継続性のための配慮がなされている。 
６．貧困・ジェンダー等への配慮 

貧困層、女性へも省エネに関する情報や啓蒙活動が行き渡るよう配慮する必要がある。

７．過去の類似案件からの教訓の活用 
類似案件の有無：有 
 

（１）JICAの類似案件 
JICAは過去に中国、アルゼンチン、ブルガリア、トルコ、タイ、ポーランド、イラ

ンにおいて省エネ関連の技術協力プロジェクトを実施しており、その結果はJICA「エ

ネルギー分野におけるキャパシティ・ディベロップメントに関する事例研究」として取

りまとめられている。この研究から、省エネにおけるキャパシティ・ビルディングを行

う際は、行政機関のみでなく、工場や一般家庭などの最終消費者及びESCOなどへも働

きかける必要があること、カウンターパートなど対象グループのキャパシティ･アセス

メントが事前に必要なことなどが教訓として導き出されている。これらの教訓はいずれ

も本案件の形成において考慮された。 
 

（２）スリランカ国における他ドナーの類似案件 
スリランカ国では、「３．協力の必要性・位置づけ」で述べたように、JBICの財政支

援による「E-Friends」をはじめとして、省エネ対策実施のための融資スキームがいくつ

か存在するが、省エネ対策への技術支援を主な目的とした案件は実施されていない。 
８．今後の評価計画 

本プロジェクトの評価は、PCM手法に基づきスリランカ国との合同調査により実施さ

れる。 
（１）中間評価調査：2009年９月頃（予定） 
（２）終了時評価調査：2010年10月頃（予定） 
（３）事後評価調査：2013年４月頃（予定） 




